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沖縄県における新型コロナウイルスに係る経済対策について

～新型コロナウイルス対策に係る
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沖縄県商工労働部
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本資料内容は、「沖縄県新型コロナウイルス対策に係る沖縄県の経済対策基本方針（※）」より抜粋
※令和２年５月28日沖縄県新型コロナウイルス感染症の影響等に係る緊急経済対策本部 決定

https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/shoko/seisaku/kikaku/covid-19/keizaitaisaku_kihonnhousin.html

・新たに「新型コロナウイルス感染症の影響に係る経済対策関係団体会議」を設置

・10月21日会議開催：関係団体との意見交換を実施

＜主な意見＞

・新型コロナウイルス感染症の影響が長期化、引き続き「事業の継続」に向け
た取組が重要

・観光、地域特産品、農林水産物の需要喚起策の実施

・デジタル化を強力に推進し、デジタル格差が広がらないようDX（デジタルトラ
ンスフォーメーション）人材の育成が必要

・空港等における検査体制や医療体制の更なる充実

・経済対策と感染拡大防止策の両立により経済活動の流れは止めない

・落ち込んだ経済を後押しするための県の支援策の継続と来年度に向けた国
の支援策継続への要請

＜ 経 過 ＞

経済対策に関する関係団体からの意見を改定案へ反映

「経済対策基本方針」策定の経過



＜経済対策の基本方針＞

(1) 安全・安心の島沖縄

・新型コロナウイルス感染症流行の次の波に備えるため、経済再開の前提となる水際対策の強化や
医療体制の拡充などに取り組み、「安全・安心の島沖縄モデル」の実現を目指す。

(2) 経済の礎を築く取組

・新型コロナウイルス感染症の発生当初の緊急支援や、感染状況を見極めつつ需要の回復拡大や
企業力の回復強化など、当面の短期的戦略として、経済の礎を築く取組を行う。

(3) 将来を先取りした経済の礎を築く取組の視点

・「新たな価値創造」を図るビジネスモデルへの移行を促進し、ウィズ・コロナやアフター・コロナの「新
しい生活様式」にマッチした社会を構築するため、医療・健康、デジタル化、グリーン（環境保全）、レ
ジリエンス（しなやかな強さ）の視点を踏まえ、中長期的な復興・発展に向けた取組を行う。

☑主な改定内容

・経済的損失を最小化し、落ち込んだ経済から回復へと転ずるためには「出口戦略」が
必要となることから、「回復期・出口戦略」と「成長期・出口戦略」を新たに定義

・経済対策の基本方針として、「安全・安心の島沖縄」、「経済の礎を築く取組」、「将来
を先取りした経済の礎を築く取組の視点」の３つに分類

新型コロナウイルス対策に係る沖縄県の経済対策基本方針（11/９改定）

「沖縄県の経済対策基本方針」における施策を講じるうえでの基本的な考え方

詳細は県のホームページへ掲載

３月（第一次補正）       １７２．２億円
・ 感染症対策のためのマスク・消毒液等の確保

・ 空港や港湾へのサーモグラフィーの設置

・ 個人向け緊急小口資金等の特例貸付

・ 「中小企業セーフティネット資金」の融資枠の拡大 等

５月（第二次補正）       ４５７．３億円
・ うちなーんちゅ応援プロジェクト（支援金、協力金）

・ 協力医療機関等における感染症外来等の強化、発熱相談

センターの設置及びＰＣＲ検査の委託等

・ 医療体制の構築（患者搬送、入院病床の確保等）及び医

療従事者の宿泊費支援

・ 生活困窮者住宅確保給付金及び相談体制強化

・ 「新型コロナウイルス感染症対応資金」融資の創設 等

６月（第三次補正：専決処分） ２５．２億円
・ 「おきなわ彩発見キャンペーン」（県民向け宿泊支援）

・ 個人向け緊急小口資金等の特例貸付（原資の積み増し）

６月（第四次補正） ３４２．６億円
・ 検査機器等購入支援

・ 入院受入時に必要な空床確保に対する支援

・ 患者と接する医療従事者等への慰労金支給

・ 県内中小企業等に対する新型コロナウイルス感染症拡大防止対

策の奨励金給付

・ 県産農産物等の県内消費拡大や県産品使用推奨・需要喚起
キャンペーン

・ 「おきなわ彩発見キャンペーン」（県民向け宿泊支援）

・ 国の雇用調整助成金と連動した事業主向けの雇用支援

・ 文化芸術関連施設等における映像配信環境の整備を支援

新型コロナウイルス感染症対策関連予算

８月（第五次補正）  ７８．０億円
・ 個人向け緊急小口資金等の特例貸付（原資の積み増し）

・ 無症状者や軽症者向け宿泊療養施設の借り上げ 等

９月（第六次補正） １０３．５億円
・ 協力医療機関等における感染症外来強化、入院設備拡充、
発熱相談センターの設置及びＰＣＲ検査の委託等

・ 那覇空港、県管理空港の水際対策（発熱監視業）

・ 軽症者対応宿泊療養施設（ホテル）借り上げ

・ 個人向け緊急小口資金等の特例貸付（原資の積み増し）

・ 「おきなわ彩発見バスツアー促進事業」

・ 「沖縄県雇用継続助成金事業」

・ 小中学校の休校措置に対応した学習指導の支援員配置等

10月（第七次補正）  ８６．１億円
・ 個人向け緊急小口資金等の特例貸付（原資の積み増し）

次の補正予算への対応（調整中）
・ 医療機関における空床確保補助や機器整備補助支援

・ 新型コロナウイルス感染症の相談・検査体制の整備支援

・ 地域の消費活性化を促進するためのクーポン支援

・ 県民旅行を促進するための旅行商品造成支援

・ 修学旅行の受け入れ態勢の構築支援

これまでの関連予算合計 約１，２６５億円

全国知事会と連携した国への財源の継続確保要請


